
（単位：千円）

2,852,256 698,814

現 金 及 び 預 金 1,114,610 支 払 手 形 86,246

受 取 手 形 191,825 買 掛 金 92,472

電 子 記 録 債 権 10,342 未 払 金 7,752

売 掛 金 184,227 ﾌ ｧ ｸ ﾀ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 未 払 金 381,599

製 品 362,346 未 払 費 用 50,475

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 58,640 未 払 法 人 税 等 4,100

仕 掛 品 20,598 未 払 消 費 税 等 22,448

未 成 工 事 支 出 金 17,241 預 り 金 7,343

ﾌ ｧ ｸ ﾀ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 未 収 入 金 86,378 賞 与 引 当 金 28,478

Ｃ Ｍ Ｓ 短 期 貸 付 金 801,689 繰 延 税 金 負 債 17,896

そ の 他 の 流 動 資 産 4,355 123,403

739,700 退 職 給 付 引 当 金 123,403

599,981 負 債 合 計 822,217

建 物 238,622  

構 築 物 20,618 2,735,383

機 械 装 置 177,132 222,750

車 両 運 搬 具 1,668 2,517,392

工 具 器 具 備 品 23,208 利 益 準 備 金 55,687

土 地 138,730 別 途 積 立 金 1,400,000

9,478 繰 越 利 益 剰 余 金 1,061,705

電 話 加 入 権 1,590 △ 4,758

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 7,888 34,355

130,240 34,355

投 資 有 価 証 券 99,719

長 期 前 払 費 用 641

長 期 差 入 保 証 金 20,000

そ の 他 の 投 資 9,880 純 資 産 合 計 2,769,739

資 産 合 計 3,591,957 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,591,957

 (注）金額は、千円単位未満を切り捨てて表示しております。

貸  借  対  照  表

2022年3月31日現在

科    目 金　　額 科    目 金　　額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 流 動 負 債

固 定 資 産

固 定 負 債

投 資 そ の 他 の 資 産

自 己 株 式

評 価 ･ 換 算 差 額 等

その他の有価証券評価差額金

有 形 固 定 資 産

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産



1 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準および評価方法

① 有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

市場価格のあるもの

市場価格のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準および評価方法

製品、仕掛品、原材料および貯蔵品 移動平均法による原価法

未成工事支出金 個別原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法

② 無形固定資産 定額法

(3) 引当金の計上基準

① 賞与引当金

② 退職給付引当金

③ 工事損失引当金

(4) 工事売上高および工事売上原価の計上基準

(5) 消費税等の処理方法

消費税および地方消費税の会計処理方法は、税抜方式を採用しております。

2 会計方針の変更に関する注記

(1) 収益認識会計基準

(2) 時価算定会計基準

工事契約について、財またはサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財またはサービスを顧
客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法としております。なお、取引開始から完
全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合には、代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり
収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

『時価の算定に関する会計基準』等を当会計年度の期首から適用しております。

個別注記表

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）ならびに2016年4月1日以降に取得し
た建物附属設備および構築物については定額法を採用しております。

ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（期末自己都合要支給額）に基
づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 また、役員退職慰労金
の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

『収益認識に関する会計基準』等を当会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が
顧客に移転した時点で当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識すること
としております。

受注工事に係る損失に備えるため、当会計年度末未引渡工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ金額
を合理的に見積もることができる工事について、損失見積額を計上しております。

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）



3 貸借対照表等に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 千円

(2) 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権 千円

短期金銭債務 千円

4 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 千円

売上原価 千円

販売費及び一般管理費 千円

営業取引以外の取引による取引高

その他の収益 千円

5 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類および総数に関する事項

株 株 株 株

(2) 自己株式の種類および総数に関する事項

株 株 株 株

(3) 配当に関する事項

① 配当金支払額

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、効力発生日が翌事業年度となるもの

2022年6月10日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

6 税効果会計に関する注記

7 リースにより使用する固定資産に関する注記

8 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。

受取手形、電子記録債権および売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に則ってリスク低減を図っております。

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については決算期ごとに時価の把握を行っています。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

(注) 市場価格のない株式等

18,425

貸借対照表計上額

　非上場株式

区分

（単位：千円）

効力発生日

株式の種類

株式の種類

普通株式 利益剰余金

配当金の総額

21,799千円

配当の原資

 事務機器、営業用車両および工場用作業車等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しており、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

2022年3月31日

基準日

5.00円

5.00円

基準日

普通株式

当期減少株式数

95,175

2021年3月31日
定時株主総会

2021年6月11日
2021年6月14日

 繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であ
ります。

貸借対照表計上額 時価 差額

効力発生日

当事業年度末

普通株式 95,175 0 0

株式の種類 前事業年度末 当期増加株式数

決議

2022年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格の
ない株式等は次表には含めておりません。（（注）をご参照ください。）また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、電子記
録債権、ファクタリング未収入金、ＣＭＳ短期貸付金、支払手形及び買掛金、未払金、ファクタリング未払金、未払費用、預り金は短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

株式の種類

普通株式

前事業年度末 当期増加株式数

（単位：千円）

当事業年度末

4,455,000 0 0 4,455,000

当期減少株式数

2022年6月13日

１株当たり配当額

配当金の総額

21,799千円

１株当たり配当額

投資有価証券 81,294 81,294 -                                      

235

802,115

28,491

2,720

1,260

2,784,729

409,629



9 関連当事者との取引に関する注記

親会社および法人主要株主等

10 １株当たり情報に関する注記

(1)  １株当たり純資産額 円 銭

(2)  １株当たり当期純利益 円 銭16

635

13

28

(単位：千円）

種　　　　　類 会社等の名称 議決権等の所有(被所有)割合 関連当事者との関係

親会社 日本コンクリート工業株式会社 (被所有) 商品仕入・製品販売 債権残高 802,115

　直接　61.1% 役員の兼任・転籍 債務残高 28,247

技術供与・CMS預入

親会社の子会社 ＮＣ日混工業株式会社 　- 原材料の仕入 債務残高 244

東北ポール株式会社 　- 商品仕入 債務残高 -               

主要株主(法人) 太平洋セメント株式会社 (被所有) 原材料の仕入 債務残高 3,951

　直接　10.3% 商品購入

主要取引先 北海道電力ネットワーク株式会社 (被所有) 製品販売 債権残高 34,281

　直接　5.1%

(注)　金額は、千円単位未満を切り捨てて表示しております。

関連当事者に対する期末債権債務残高


